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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　ブラジルでは急激な工業化の結果として職場における労働者の衛生問題が深刻化、社会問題化

しています。そのような状況を踏まえ、労働者の健康維持のため労働衛生人間生態学研究センター

（Centro de Estudos da Saúde do Trabalhador e Ecologia Humana: CESTEH）が1990年に設立

されました。CESTEHは職場環境の測定・保護具の検定・薬物中毒・じん肺等職業病の予防など

に関し総合的な研究・指導体制の整備を図っています。

　本研究機関は設立間もないこともあり、専門的知識・技術・経験の蓄積が不十分でした。この

ため、ブラジル国として本分野におけるわが国の技術・機器を導入し、労働衛生にかかる総合的

研究・指導体制の確立を図るため、専門家チーム派遣を本件が要請してきました。

　国際協力事業団は1993年から専門家派遣を行い、さらに1995年６月19日に署名された議事録（R/

D）に基づいて同年９月１日からチーム派遣協力「労働衛生」を実施しました。

　本件協力期間が平成10年８月31日に終了するにあたり、当初計画に照らし、協力の活動実績、

技術移転状況などに関する終了時の総合評価を実施するため、このたび終了時評価調査団を派遣

しました。

　本評価調査の結果、協力が問題なく進捗し、目標としていたCESTEHの技術レベル向上に寄与

し、十分な成果をあげたと判断されたところ、一連の調査結果をミニッツに取りまとめ、署名・

確認しました。

　本報告書は、同調査団の調査・協議の内容および評価の結果を取りまとめたものです。

　本調査団の派遣に際し、ご協力とご支援をいただいた内外の関係者に対し、心から御礼を申し

上げます。
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　1995年から開始された本チーム派遣協力は1998年に終了した。

　このためJICAは、これまで実施してきた協力の実績を把握・整理し、それを評価することによ

り、今後の協力のあり方や実施方法改善に資することを目的として、1999年４月10日より終了時

評価調査団を派遣した。

　評価結果については先方実施機関と合意に至り、1999年４月20日にミニッツに署名を交わした。

１－２　調査団の構成

＜ブラジル側＞

（オズワルド・クルス財団/Oswaldo Cruz Foundation、略称FIOCRUZ）

　（氏名） （所属）

　Dr. Elói de Souza Garcia President of Fiocruz

　Dr. Josino Costamoreira Research Coordinator, CESTEH/Fiocruz

　Dr. Ednelson Pereira Head, International Cooperation Office, Fiocruz

＜日本側＞

　（氏名） （担当） （所属）

　青木　滋麿 団長 国際協力事業団国際協力総合研修所国際協力専門員

　角元　利彦 分析評価 労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課副主任

中央労働衛生専門官

　山田　憲一 フォローアップ 中央労働災害防止協会労働衛生検査センター分析測定室長

　山口　尚孝 技術協力 国際協力事業団研修事業部研修第二課
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

＜ブラジル側＞

(1) 保健省

　Ms. Ana Beatriz Vasconcellos COSAT, Coordinação de Saúde do Trabalhador

do Ministerio da Saúde, Esplantada dos

Ministerios, Bl. G.

　Mr. José Renato B. Ferreira AISA, Assessoria Internacional do Ministerio da

Saúde, Esplantada dos Ministerios, Bl. G.

(2) 国際協力庁

　Roberto Faseni R. Júnior Coordinador, ABC Agência Brasileira de

Cooperação, Itamaraty-Anexo I-8,

Andar-CTRB/ABC

４月 10 日 日本発

４月 11 日 ブラジリア着

４月 12 日 在ブラジル日本大使館表敬、ブラジル国保健省表敬、JICAブラジル事務所で打合せ

４月 13 日 ブラジリア→リオ・デ・ジャネイロ移動

４月 14 日 オズワルド・クルス財団との協議

４月 15 日

４月 16 日

４月 17 日 調査団内協議

４月 18 日

４月 19 日 オズワルド・クルス財団との協議

４月 20 日 署名、在リオ・デ・ジャネイロ日本国総領事館へ報告

４月 21 日 リオ・デ・ジャネイロ→ブラジリア移動

４月 22 日
ブラジル国際協力事業団（ABC）、在ブラジル日本大使館表敬、
JICAブラジル事務所へ報告、ブラジル発

４月 23 日

４月 24 日 日本着
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(3) オズワルド・クルス財団

　Dr. Elói de Souza Garcia Presidente, Fundação Oswaldo Cruz (Fiocruz).

　Dr. Marcelo Firpo de Souza Porto Head, Cesteh

　Dr. Ednelson Pereira Head, International Cooperation Office, Fiocruz

　Dr. Josino Costamoreira Research coodinator, Cesteh

　Dr. Ubirajara Mattos Counterpart, Cesteh

　Dr. Ary Carvalho de Miranda Counterpart, Cesteh

　Dra. Celia Regina Souza da Silva Counterpart, Cesteh

　Mr. Ulisses Cesar Araujo Counterpart, Cesteh

　Ms. Rita de Cassia O. C. Mattos Counterpart, Cesteh

＜日本側＞

(1) 在ブラジル日本大使館

　水谷　　周 公使

　成瀬　英治 一等書記官

(2) 在リオ・デ・ジャネイロ総領事館

　渡邉　浩司 領事

(3) JICAブラジル事務所

　蓮見　　明 所長

　白石　英一 次長

　吉田　　憲 副参事

１－５　評価方法

　調査団は評価５項目（目標達成度、効果、実施の効率性、計画の妥当性、自立発展性）の観点

を踏まえてFIOCRUZとの合同評価を実施した。下記の点について調査した。

(1) 当初計画

(2) 協力実績（日本側、相手国側）の確認

(3) 先方の受入体制（組織、カウンターパートの配置、予算負担状況、供与機材の稼働・維持

管理状況等）および自立発展性

(4) 技術移転状況

(5) 目標達成の阻害要因および促進要因
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(6) 協力成果：技術移転状況、目標達成度、協力実績

(7) 今後の協力方針

(8) 教訓および提言、フィードバックすべき具体的事項
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第２章　評価調査要約第２章　評価調査要約第２章　評価調査要約第２章　評価調査要約第２章　評価調査要約

　調査団は、これまでの協力の活動実績を把握・整理し、オズワルド・クルス財団（FIOCRUZ）

と労働衛生人間生態学研究センター（CESTEH）内の関連施設の視察と活動概要の把握を行い、

それらの評価をCESTEHと合同で実施して、「ミニッツ」を取りまとめた。

　合同で評価した結果、本プロジェクトは全体として大きな成果をあげ、成功裏に終了したとの

認識で双方は基本的に一致した。

　調査活動の概要は、以下のとおりである。

(1) これまでの協力の活動実績の把握

　これまでの協力の経緯を含め、本プロジェクトの事前協議において合意されたミニッツを主

な基準として、諸活動の実績・成果についてお互いに確認した。

　その結果、プロジェクト目標の３つの手法、すなわち作業環境測定手法、健康診断手法、作

業環境改善手法にかかる各項目の技術移転は、計画どおりに順調に実施され、成果をあげたこ

とが確認された。

(2) FIOCRUZ

　CESTEHの総括担当者のほか、日本での研修に参加した６名のカウンターパートとの個別

インタビューにより、CESTEH内の供与機材の利用状況、活動内容・成果の概要などを確認

した。

　供与された機材は、良好な状態で活用・維持管理されていた。日本での研修を受けたカウン

ターパートは全て定着しており、日本で受けた研修の成果・今後の課題などを確認した。ま

た、組織・体制・予算状況などについては、CESTEHの総括担当者から詳細な説明を受けた。

　なお、本プロジェクトに関連した事業所のひとつであるFIOCRUZ内の製薬工場（ワクチン

製造）を視察した。

(3) ミニッツの取りまとめ

　以上の結果をもとに、双方の協議を経て合意に達した事項は、「合同評価報告書」（資料１

「ミニッツ」の付属文書）として取りまとめ、署名を取り交わした。協議においては、実績・成

果の確認がなされ、それをもとに「評価５項目」に沿って合同で評価を行った。その評価結果

は双方にとって基本的に満足できるものであった。

　特に、本プロジェクトの当初計画（プロジェクト目標）は、ブラジル側の保健政策（労働衛

生を含む）と整合しており、その妥当性は高いことが確認された（資料２「保健省通達、1998

年７月19日、10月30日付」）。
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第３章　協力実施の経緯および概要第３章　協力実施の経緯および概要第３章　協力実施の経緯および概要第３章　協力実施の経緯および概要第３章　協力実施の経緯および概要

　ブラジルでは急激な工業化の結果として職場における労働者の衛生問題が深刻化、社会問題化

している。そのようななかで労働者の健康維持のためCESTEHが1990年に設立され、現在職場環

境の測定・保護具の検定・薬物中毒・じん肺等職業病の予防などに関し総合的な研究・指導体制

の整備を図っているところである。

　本研究機関は、設立間もないこともあってハード面では近代的な機器も導入されているものの、

専門的知識・技術などのソフト面についてはいまだ遅れがみられる。このためブラジルとしては、

今回本分野におけるわが国の進んだ技術・機器を導入し、労働衛生にかかる総合的研究・指導体

制の確立をめどに本件について、わが国に対し協力を要請してきたものである。

　これに対しJICAは、労働衛生にかかる、①作業環境測定手法、②健康診断手法、③環境改善手

法の３点に関し、技術移転を中核としたチーム派遣協力事業を1995年９月より３年間の予定にて

開始した。

　この協力全体の活動実績概要を付表１に示す。
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第４章　投入実績第４章　投入実績第４章　投入実績第４章　投入実績第４章　投入実績

４－１　日本側投入実績

(1) 調査団と専門家の派遣

　調査団と専門家の派遣実績については資料１「ミニッツ」Annex 2、Annex 3参照。

　２名の長期専門家と13名の短期専門家および３回の調査団を派遣した。

(2) 研修員受入

　研修員受入実績については資料１「ミニッツ」のAnnex 4参照。

　計６名の研修員受入を実施した。

(3) 機材供与

　供与機材一覧については資料１「ミニッツ」のAnnex 5参照。

(4) 経費負担実績

　日本側が供与機材、現地業務費として負担した経費実績については資料１「ミニッツ」の

Annex 6参照。

４－２　ブラジル側の投入実績

(1) 要員配置

　CESTEHの組織図、カウンターパートスタッフの配置状況については資料１「ミニッツ」

のAnnex 7、Annex 8参照。

(2) 機材購入

　CESTEHが準備・購入した機材リストについては資料１「ミニッツ」のAnnex 10参照。

(3) 経費負担実績

　ブラジル側が負担した経費実績については資料１「ミニッツ」のAnnex 11参照。
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第５章　成果第５章　成果第５章　成果第５章　成果第５章　成果

５－１　作業環境測定手法

　粉じん、有機溶剤、金属類などの測定技術および測定結果の評価手法について技術移転が行わ

れた。このうち、測定結果の評価については、労働者のばく露量を把握して評価を行う欧米方式

と作業環境中の有害物の分布状態を把握して評価を行う日本方式があるが、あえて日本方式を採

用した理由は、作業環境中の有害物の分布状態を把握するほうが作業環境改善につなげられると

いうことと、問題のある箇所が特定でき大がかりでなく限定的な改善が行えるためコスト的にも

安く改善ができるなどのメリットがあるためであるということであった。

　移転された技術をもとに実際の事業場で応用した事例がいくつかみられるなど大きな成果が得

られた。その事例としては環境省の要請により採石工場での粉じんばく露状況の調査を行い、こ

の結果を踏まえて法的な処置がとられた例、また、造船業の作業場で州や市の保健局と共同で作

業環境測定を実施したり、バッテリー工場のプロジェクトでコーディネータしたり、さらに労働

衛生の必要性を事業主に理解してもらうために積極的に事業場を訪問して作業環境測定を実施し、

改善に結びつけた例などがあげられる。

５－２　健康診断手法

　じん肺区分判定のためのレントゲン写真読影手法および肺機能検査のためのスパイロメータの

測定手法について技術移転が行われ、供与された器材も非常に高頻度で使用されている状況にあっ

た。特に、肺機能検査のためのスパイロメータについては、週に20人程度の肺疾患患者の健康診

断に使用している状況にあった。その他に供与されたシャウカステンは財団内の病院で撮影され

たレントゲン写真の読影のために使用されていた。

　また、移転した技術を実際の作業場の作業者へ適応した例としては、サンドブラスト作業場や

採石作業場での作業者の肺疾患についての健康診断を実施した。さらにその結果をまとめ、日本

の京都で1997年に開催された第９回国際職業性呼吸器疾患学術会議で「サンドブラスト、採石作

業場における肺疾患事例」と題して発表が行われた。

　鉛や有機溶剤などの生物学的ばく露指標（BEI）の考え方およびその分析手法について技術移転

が行われた結果、その技術を使用して実際の事業場で作業環境測定とともに作業者のばく露状況

の調査が行われ、その結果を踏まえて改善に結びつけた例もみられた。

　また、じん肺関係のカウンターパートの活動としては、保健省から1997年に出されたじん肺審

査マニュアル（5000部作成し、州、市の保健局に配布された）の編集委員としての参画のほか、

裁判所での証言、鑑定書の作成など行政への協力・支援なども行われた。
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５－３　作業環境改善手法

　CESTEHでは、従来は測定や健康診断を行ってその結果を評価するだけであったものが、さら

に作業環境改善手法という工学的手法により労働衛生上の問題解決を図るという考え方が加わっ

たためまったく新しい技術といえる。

　移転された技術や機器・設備を利用してCESTEH内での教育訓練のほか、中小企業の作業環境

改善を考慮して「ローコストによる局所排気装置の開発」というテーマで研究が行われたり局排

ラボの経験から作業環境改善・評価手法に関する委員会やベンゼンに関する委員会に委員として

参加をするなど、作業環境改善手法を修得するうえで局排ラボは非常に役に立っている状況にあ

り、一定の成果は得られた。しかしながら、技術移転された他の２つの手法と比較すると、

CESTEHにとってゼロからスタートしたまったく新しい技術ということや、供与機器・設備のマ

ニュアルなどに一部不備がみられたことから、若干のフォローについての必要性も感じられた。

また、今後は、行政や事業場の関係者に対して教育・訓練を行う計画があるようである。
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第６章　評価結果第６章　評価結果第６章　評価結果第６章　評価結果第６章　評価結果

６－１　評価総括

(1) 本調査団は、派遣前の対処方針に基づき終了時評価を行うとともに、今後の協力等に関し

ても確認した。その協議結果をもとに双方で合意した事項は、「ミニッツ」として取りまと

め、ブラジル側（FIOCRUZ、ブラジル協力事業団）と調査団の各代表との間で、そのミニッ

ツに署名した。

(2) 本プロジェクト（チーム派遣）は、当初計画のとおり３年間の協力の結果、全体として大

きな成果をあげ、成功裏に終了したとの認識で双方は基本的に一致した。

(3) 今後はブラジル側（CESTEH）の自主努力により、日本から移転された基礎技術の応用・

展開や普及を図るため、双方で諸事項を実行する必要性についても認識は一致した。

(4) 特に、作業環境改善手法については、他の２つの手法（作業環境測定手法、健康診断手法）

とは異なり、CESTEHではまったく経験したことのなかった技術であったことから、本プロ

ジェクトにより基礎的な技術の移転については完了したが、今後さらなるフォローアップ協力

により、同国の労働衛生水準の向上、改善（上位目標）に向けた成果が大きく得られるものと

期待される。

６－２　目標達成度

　従来から経験のあった、作業環境測定や健康診断の分野については十分な技術移転がされ目標

は十分に達成された。しかしながら、作業環境改善については、CESTEHにおいて未経験の分野

でありバックグラウンドもない状況にあったため、一定の技術の進歩はみられたが、他の分野に

比べて未消化の部分も残された。

　従来は、作業環境測定や健康診断を行ってその結果をもとに評価するだけであったが、局排ラ

ボを使った作業環境改善はさらに一歩進んだものであり、今後事業場との間に橋をかけるための

重要な武器となり得る。また、作業環境改善に関する局排ラボを持っているのはブラジル国内で

もCESTEHが唯一であり、その意味でも作業環境改善については今後も中心的な役割を果たすこ

とになると考えられる。
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６－３　効果

　本プロジェクトの開始に際して、CESTEH内で新たに局所排気装置の評価を行う部署と粉じん

および繊維状物質の評価を行う部署が開設された。

　作業環境測定手法や健康診断手法、作業環境改善手法についてはCESTEH内でも技術移転がな

されるとともに、学生などの教育、事業場での調査、セミナーの開催、学会での発表などその移

転内容がいろいろな形で普及された。さらには、行政などの委員会への参加協力なども行われた。

特に、移転された３つの手法のうち作業環境改善手法については事業場とのコンタクトに非常に

役立った。

６－４　実施の効率性

　日本からの機材のブラジル国内での受入れに問題があり、到着が遅れることが当初みられたが、

その後はうまく対応したため問題は生じなかった。また、長期専門家とCESTEH幹部との定例会

議は、月１回のほか、専門家が派遣される都度開催されたためか、専門家の派遣については、タ

イミングよく行われたという評価が得られた。よって効率性はおおむね高かったといえる。

６－５　計画の妥当性

　本プロジェクトは、適正に計画され、また実施されたといえる。

　本プロジェクトで技術移転された内容は、現在のブラジルの実情において職業病の発見と防止

という労働衛生上の問題解決を図る際に必要な労働衛生技術を網羅したものであり、特に、作業

環境改善という新たな手法を導入することができたことは大きな成果であった。

　また、労働衛生政策については、労働省に加えてCESTEHが所属する保健省が重点課題として

取り組んでおり、保健省は1998年二度にわたって州・市保健局に労働衛生指導に関する通達を出

すなど、その重要性はますます大きくなっている。

　なお、ブラジルでは、行政改革の一環として、日本で導入予定の独立行政法人制度に類似した

executive agency制度の導入を検討しており、FIOCRUZもexecutive agencyの候補にあがってい

る。FIOCRUZがexecutive agencyになった場合、当然国との関係にも変化があり得るが、現時点

ではそこまでは予測しがたい。

　最近は、保健省では職業病の発見と防止から、健康の保持増進という新たな労働衛生の段階と

してのヘルスプロモーションという分野への取り組みについての検討が始まっているようである。

しかし、日本での経験を踏まえると、ヘルスプロモーションという分野の導入はブラジルの現状

から時期尚早と考えられるが、進んでいる部分と遅れている部分が混在しているブラジル特有の

状況を考慮すると、今後はヘルスプロモーションという一段階上の労働衛生技術に対する要望も

生まれるかもしれない。
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６－６　自立発展性

　労働衛生に関する監督行政は、労働省、保健省、社会保障省の３省が行うという状況にあり、

今後もこの状況に変化はないが、問題が多いとされる中小零細企業についてはマンパワーなどの

面で州や市の保健局のスタッフが動員できる保健省が中心となることが予想される。

　現在、保健省では、労働衛生分野の政策は優先課題となっており、WHOの政策である「健全な

職場形成の促進」を念頭において研究者などを集めて今後の政策の検討が始まっている。また、

1998年には州や市の保健局の具体的活動内容を示した「労働衛生に関する運用規則」に関する通

達（第3-120号、第3-908号）が出されるなど具体的な動きもみられた。

　以上の状況から、CESTEHはこれらのスタッフへの教育をはじめ、労働衛生分野の研究者など

への教育、労働衛生に関する調査・研究の中核的な連邦政府直轄の機関として活躍が期待される。

オズワルド・クルス財団（FIOCRUZ）による十分な財政的支援がある限り、CESTEHにおける

本プロジェクトの全般的な自立発展性は高いと思われる。

６－７　評価５項目についての調査結果

　評価は「評価５項目」、すなわち実施の効率性、プロジェクトのもたらしたインパクト（波及

効果）、目標達成度、当初計画の妥当性、自立発展性の５項目に沿ってブラジル側（CESTEH）

と合同で行った。その結果、一連の協議を通じて双方で合意した主な内容は以下のとおりである。

(1) 実施の効率性

１）本プロジェクトは、1995年９月１日から1998年８月31日までの３年間にわたって実施され

た。この協力期間中において、２名の長期専門家と13名の短期専門家および22名のカウン

ターパートによる多大な努力の結果、当初のプロジェクト目標はほぼ達成された。

２）日本側（JICA）が、最新式の機材を供与した結果、ブラジル側（CESTEH）のカウン

ターパートが最新技術を習得するうえで役立った。しかしながら、３年間の協力期間の前半

部分では、日本からの機材の到着が遅れ、専門家による技術移転に支障をきたしたことは残

念なことであった。

３）プロジェクトの円滑な遂行に欠かせないローカルコスト負担については、ブラジル側にお

ける1997年以降の予算削減にもかかわらず、ブラジル側（CESTEH）の努力によって、プ

ロジェクト目標を何とか達成することができた。

(2) 波及効果

１）CESTEHに最新式の機材が導入され、専門家による技術移転や本邦におけるカウンター

パート研修が行われた結果、カウンターパートは、プロジェクト目標の３つの手法、すなわ
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ち作業環境測定手法、健康診断手法、作業環境改善手法にかかる技術を実際に活用しはじめ

ており、事業所での調査の実施、セミナーの開催、学会での発表などが行われるようになっ

た。

２）作業環境改善手法については、CESTEHにとって、それまでまったく未経験の分野であっ

たが、本プロジェクトの実施によって、各事業所の現場に密着した課題（テーマ）への取り

組みが促進された。

(3) 目標達成度

　プロジェクトの協力実施期間が、３年と比較的短かったにもかかわらず、プロジェクト目標

は達成されている。

(4) 計画の妥当性

　保健省は統一保健システム（Unified System of Health/Sistema Unico da Saúde: SUS）

を円滑に運用するために、州政府と市当局に対し、労働衛生に関する通達（注）を1998年７月19

日と10月30日に出している。

　このような事実から判断しても、本プロジェクトの当初計画（プロジェクト目標）は、ブラ

ジル側の保健政策、特に労働衛生の政策と整合しており、妥当性が非常に高い。したがって、

本プロジェクトは適正に計画され、また実施された。

（注）ブラジルでは、1988年の憲法改正に伴い、「統一保健システム」を導入し、保健省が中心となり、労

働省、社会保障省とも協議して、労働衛生を含む保健システムの整備を進めている。この通達によ

り、州・市町村の保健局が行う「労働衛生監督」の基本的な手続きなどが定められた。

(5) 自立発展性

　オズワルド・クルス財団（FIOCRUZ）による十分な財政的支援がある限り、CESTEHにお

ける本プロジェクトの全般的な自立発展性は高いと思われる。

１）技術的側面

　作業環境改善手法の応用面については、若干弱いところがあるが、全体としては、十分に

自立発展性を有している。すなわち、本プロジェクトの技術移転によって、CESTEHにお

ける当該分野の基礎技術は確立された。

２）組織的ならびに人的側面

　当初のカウンターパートのほとんどが、今も本プロジェクトの継続業務に従事しており、

組織的ならびに人的自立発展性については、特に問題はない。
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３）財政的側面

　労働衛生の分野は、保健省における政策の優先度が高いので、国の財政状況によっては、

大きく影響されるというものの、この分野に必要な予算は、今後とも適正に確保されるもの

と期待される。なお、CESTEHは、保健省傘下のオズワルド・クルス財団（FIOCRUZ）に

所属する国立公衆衛生院の一部門であるため、国立の研究機関として、今後とも継続的な活

動が期待できる。

６－８　提言

　前述の合同評価結果をもとに、本プロジェクトの成果普及と組織体制の発展を確保するために、

終了時評価調査団とブラジル側（CESTEH）の双方は、以下の諸事項を実行する必要性を確認し

た。

(1) ブラジル側への提言

１）CESTEHは、日本から移転された労働衛生に関する技術が、ブラジル国において活用さ

れ、労働衛生水準の向上、改善(上位目標)に資するためには、現場に密着した調査を行う拠

点となる事業所数を可能な限り拡大する必要がある。この場合、CESTEHは、SESILab（注）

などの各産業界の関連組織と密接に連携して、事業所における現場調査を共同して実施する

ことが不可欠である。

（注）SESI（全国産業連合本部）に付属するSESILabは、SESIとサンパウロ州公衆衛生局のほか、労働省

傘下のFUNDACENTROとも協定している労働安全衛生にかかわる民間ベースの専門機関である。

２）さらに、CESTEHは州政府と市当局の労働衛生を担当する行政職員とも密接に連携を図

ることが不可欠である。

３）CESTEHは統一保健システム（SUS）に関係する行政職員に対する訓練を行う必要があ

る。

(2) 日本側（JICA）への提言

　CESTEHは、特に作業環境改善手法に関する協力の継続を強く要望しており、JICAは、カ

ウンターパートの応用技術力の向上のために、何らかのフォローアップ協力について検討する

必要がある。

　なお、技術移転内容のフォローアップについて、ブラジル側（CESTEH）の要望内容を聴

取したところ、以下の事項があげられた。

１）中小企業向けに低コスト化した局所排気装置の開発や局所排気装置に偏らない改善手法に

ついて、短期専門家による追加指導とカウンターパートの本邦研修により日本の中小企業の
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現場見学などを行うこと。

２）局所排気装置におけるKANOMAX社製の気流測定システムの全マニュアルとソフトウエ

アの一部が日本語であり、今後の供与機材の使用に支障をきたすため、英語版への翻訳など

による改善処置を早急に行うこと。

３）その他、労働衛生全般について、石油精製作業場におけるベンゼン対策、メッキ作業場に

おけるクロム対策、鋳物作業場における粉じん対策、バッテリー工場における鉛対策などに

ついて重点的に取り組んでいく予定であるが、これらのうち、特にベンゼン対策について

は、新しいテーマであるので、何らかの支援を期待している。

６－９　その他

　CESTEHは、労働衛生に関する国際訓練コース（第三国集団研修）の開設について、日本側に

協力を求めた。これに対し本調査団は、その旨を日本側に伝達すると述べた。

　なお、CESTEHから聴取した要望内容は以下のとおりである。

　この第三国集団研修は、日本から移転された基礎技術の応用・展開や普及を図るための活動の

一環として行う。研修内容は、事業所での実習を中心とした訓練コースを開設する。参加者（20

～30名程度）は、東北ブラジル地域を含むブラジル国内のほか、ラテンアメリカ諸国とポルトガ

ル語圏のアフリカ諸国から募集する。その募集にあたっては、WHOの地域機関であるPAHO（パ

ンアメリカン保健機関）の支援を得ることとする。実習機材としては、米国ドレーゲル社製の化

学物質簡易測定分析キット、黒球温度計、照度計、騒音計などの簡易測定器を使用する。
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２　保健省通達（1998年７月19日、10月30日付）（仮訳）
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